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伊勢寺地区住民自治協議会

伊勢寺地区地域計画書



堀坂山、観音岳の麓にあり、伊勢自動車道松阪ICから、近畿・中京圏へつなが

る車での松阪市の玄関口にあたり、伊勢寺町・八重田町・深長町・岩内町・野

村町・殿村町・日丘町の７町約11２0戸で成り立っています。

農業地帯ですが、河川は堀坂川・岩内川・風呂屋川の３川しかないため、岩内

池・天神池等農業用水池がたくさんあります。

田畑が広がり、静かにゆっくり時間の流れる住みやすい地域です。

伊勢寺地区の概要

地理

歴史

観光 古くは岩内町の瑞巌寺や岩内池が桜や紅葉の名所として有名でした。観音岳麓

にある横滝寺は、その昔盲目の琵琶法師が開眼祈願の末、目が見えるようにな

り、琵琶を仏殿に奉納したと伝えられ、境内にある霊泉は眼病に効くとして毎

月１４日に供養が行われています。現在は、ベルファームが農業公園として親

しまれているほか、森林公園が、春の桜や夏のキャンプ等で賑わっています。

また、伊勢寺町、八重田町、殿村町は田の畔に日本スイセンや芝桜を植えたり、

休耕田にコスモスやひまわりの花を植えるなどの環境保全活動を行い、開花の

時期にはたくさんの人々の目を楽しませています。

文化・

行事
住民自治協議会事業としては、グラウンドゴルフ大会、防災訓練のほか、子ど

もを対象とした自然観察会やネイチャークラフトづくりなどの事業や、高齢者対

象の食事会、老人のつどいなど世代間や住民同士が交流できる機会があります。

このほか、年間を通じて趣味クラブやいきいき学級などの文化活動が行われて

います。また、各自治会では桜や芝桜のお花見会や夏祭りなどいろいろな文化

行事が開催されています。

縄文土器が出土する古くから開けた地区で、地区内にはたくさんの古墳があり

ます。平安時代には農業地帯になり、南北朝から戦国時代にかけての動乱の舞

台となりました。創建が７世紀末頃と考えられる国分寺をはじめ、瑞巌寺、横

滝寺や、岩内城址、伊勢寺城址など長い歴史を伝える史跡がたくさんあります。

くわしくは、令和３年に郷土史研究会が刊行された「伊勢寺地区の名所・旧

跡」にまとめられているほか、地区内の名所・旧跡を歌った唱歌「いせでらさ

んぽみち」を広める活動も行われています。

産業 地区の産業としては、農業（米作・麦作）が中心で、古くは養蚕農家が多く、

畑地は桑畑が大半を占めていました。その後、大規模な耕地整理の結果、菜花

やモロヘイヤの畑、果樹園になりました。その担い手は農作業請負業者に代わ

るとともに、各農家はサラリーマン兼業農家になりました。現在田畑を守って

いるのは高齢者が中心となっており、少子高齢化の進展にともなって産業や耕

作地の保全や継承が難しくなっています。



伊勢寺地区の人口推移

単位：人

年 2015 2020 2025
（推計値）

（参考）
2025年

住民基本台
帳

2030
（推計値）

2035
（推計値）

2040
（推計値）

2045
（推計値）

総数 3646 3468 3233 3370 2975 2704 2427 2161

０～14歳 467 391 324 322 263 226 199 183

（％） (12.8) (11.3) (10.0) (9.6) (8.8) (8.4) (8.2) (8.5)

15～64歳 1950 1725 1565 1669 1459 1340 1173 1013

（％） (53.5) (49.7) (48.4) (49.5) (49.0) (49.6) (48.3) (46.9)

65～79歳 883 957 873 906 692 542 523 541

（％） (24.2) (27.6) (27.0) (26.9) (23.3) (20.0) (21.6) (25.0)

80歳～ 346 395 471 473 561 596 532 424

（％） (9.5) (11.4) (14.6) (14.0) (18.9) (22.0) (21.9) (19.6)

　　　名古屋大学持続的共発展教育研究センター「小地域ごとの簡易人口推計ツール」

　　　出生率：1.163（現状）移住世帯なしとして推計

　　　総数は各年代別人口の合計値

〇総人口は全国的な流れと同様に今後急激な人口減少が予想されています。

〇年少人口は、持続的に減少することが予想され、結果として幼稚園や小学校の統廃合

　などの問題が出てくると予想されます。

〇８０歳以上の人口は、今後５年から１０年は絶対数も人口に占める割合も増加していき

　ます。

〇住民自治協議会の主な担い手となる６５歳から７９歳人口は２０２５年を境に急速に減

　少していきます。

　また、この世代は、今後は働き続けることが多くなってくると予想され、地区役員など

　の担い手の確保はさらに難しくなることが予想されます。

住民協議会発足 2014年


